
 

 

 

橿原市男女共同参画行動計画 

 
 

２００８（平成２０）年度 実施状況報告書 

 
 

２００９（平成２１）年７月 
橿原市 

 

 



はじめに 

 

橿原市では、２００６（平成１８）年度に「橿原市男女共同参画推進条例」を制定し、人権の尊重や男

女平等の推進のため様々な取組を行ってまいりました。 

この「にじプラン」橿原市男女共同参画行動計画（第２次）は、同条例の趣旨にのっとり、男女共同参

画社会に向けた施策を総合的・計画的に進めていくために策定したものです。 

本書は、「橿原市男女共同参画推進条例」第１７条に基づく年次報告として、平成２０年度中において各

課で取り組んだ「計画にかかげる各事業」について、全庁的にまとめたものです。 

 

２００９ (平成２１)年７月 

                                                   橿 原 市 

 

 



ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価

男女平等の視点に立ち、男女が、職場、
学校、地域、家庭その他の社会のあらゆ
る分野で対等に参画し、ともに責任を分
かち合う社会を実現し、次世代へとつな
げていくために制定された「橿原市男女
共同参画推進条例」を紹介する啓発パネ
ルを新たに作成し、差別をなくす強調月
間(7月)や人権週間(12月)にパネル展を
開催して啓発活動に取り組んだ。

市民の人権意識の高揚につな
がった。

人権施策課

『男女共同参画のための表現ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯ
ｸ』を2,000部作成し、配布した。

啓発冊子等を作成する際に、表
現等に注意を促すために役立っ
た。

男女共同参
画室

2
男女共同参画に
関する講演会・
講座等の開催

男女共同参画に関する講演会や講
座を開催します。

講座や研修会、ｾﾐﾅｰを実施するととも
に、9月6日（土）に講演と市長対談を開
催した。

今後も、より多くの人が参加し
ていただけるよう努める。

男女共同参
画室

Ａ

差別をなくす強調月間(7月)中は市立図
書館の協力を得て、館内閲覧コーナーに
特設人権図書コーナーを設置し、人権図
書の紹介と読書の推進に努め、市民に対
する人権啓発を行った。

男女共同参画の基本となる人権
尊重の意識を育むことができ
た。

人権施策課

かしはら広報において女性の人権を含む
人権尊重についての記事を掲載する。
「人権教育の推進の基本方針」について
具体的な取組について啓発活動を行う。

人権教育の推進の基本方針の具
体的な啓発活については、人権
推進担当の教員を中心に進めて
いった。

人権教育課

性別による固定
的な役割分担意
識の払しょく

広報紙や啓発冊子等を通じて社会
通念・慣行・しきたり等を見直す
きっかけとなるような広報・啓発
に努めます。

3
人権にかかわる
広報・啓発活動
の充実

男女共同参画の基本となる人権尊
重の意識をはぐくむため、広報・
啓発活動を充実します。
図書館においては、関連図書の期
間展示を通じて啓発に努めます。

重 点 項  目

1

男女共同参画を進
める広報・啓発活
動の推進

 (1)
－1

Ａ

Ａ
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

 (1)
－1

男女共同参画を進
める広報・啓発活
動の推進

3
人権にかかわる
広報・啓発活動
の充実

男女共同参画の基本となる人権尊
重の意識をはぐくむため、広報・
啓発活動を充実します。
図書館においては、関連図書の期
間展示を通じて啓発に努めます。

差別をなくす強調月間に合わせて、資料
展示「くらしの中の人権」を実施
（展示期間　７月１日～３０日）

特になし 図書館 Ａ

人権施策課

男女共同参
画室

研修会や講習会等に参加するなど、いろ
いろな機会を通じて男女共同参画に関す
る情報の収集を行い、調査・研究を進め
ている。

いろいろな機会を通じて情報の
収集を行い、調査・研究を進め
るよう努める。

男女共同参
画室

男女共同参画・人権に関する資料の収集
及び保存

限られた資料費の中で、人権関
連の図書についてのみ充実させ
ることは難しい。

図書館

6
男女共同参画の
視点に立った職
場づくり

社会制度や慣行にとらわれること
なく、男女がともに働きやすい職
場づくりを推進します。

男女共同参画の視点に立ち、固定的な慣
行に捉われず、ｺﾐｭﾆｭｹｰｼｮﾝを重視した職
場づくりに取り組んだ。

性別に関係なく、職員1人ひと
りが能力を発揮できるよう努め
ている。

全課 Ａ

7
男女共同参画推
進委員会におけ
る活動の充実

実務担当者部会において、理解と
認識を深め、各職場における男女
共同参画の推進役を担い、男女共
同参画の気運の醸成を図ります。

橿原市の庁内における連携体制の強化を
図り、男女共同参画の施策の円満かつ効
果的な推進を図るために実務担当者部会
を6回開催した。

橿原市男女共同参画にかかる市
役所内の円満な連携が図ること
ができた。

男女共同参
画室

Ａ

Ｂ

男女共同参画施策を進める上での
基礎資料とするため、男女共同参
画に関する調査・研究を進めると
ともに、関連図書等の収集を行い
ます。

橿原市のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに、「橿原市男女共同
参画行動計画平成19年度」等を掲示し、
啓発に努めている。

男女共同参画に関する情報を収
集し、より多くの人に見ていた
だけるよう工夫を凝らし情報提
供できるよう努める。

5

市職員への男女共
同参画意識の浸透

 (1)
－3

男女共同参画に
関する資料の収
集、調査

 (1)
－2

男女共同参画に関
する調査・研究と
情報の収集・提供

多様な媒体を活
用した情報提供

ホームページや広報紙等を通じて
男女共同参画に関する情報の提供
に努めます。

4

Ａ
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

8
職員研修等の実
施

職員が男女共同参画について理解
を深めるための研修等を実施しま
す。

講師を招いて研修会を10月24日に開催し
た。

毎年研修会を実施することで、
男女共同参画意識の推進に努め
ている。

男女共同参
画室

Ａ

9
女性職員の参画
意識の向上

性別にとらわれない職種・職域の
拡大を図るため、女性の参画意識
の向上に向けた啓発を行います。

研修会を実施し、啓発用冊子を配布する
など、いろいろな機会を通じて男女共同
参画の意識の向上に努めている。

今後も引き続き、啓発を進める
とともに意識の向上を図るよう
努める。

男女共同参
画室

Ａ

10
男女共同参画を
進めるための表
現の浸透

公的機関の発行する刊行物が、男
女共同参画の視点から適切な表現
が用いられているかを点検するた
めの、表現ガイドラインを作成
し、その浸透に努めます。

男女共同参画の視点から作成したガイド
ブックを配布するなど、適切な表現が用
いられるよう努めた。

日常生活の中で何気なく使って
いる言葉の中にも、男女を区別
した呼称がある。固定的な見方
にとらわれず、男女を対等な関
係として表現するよう努めてい
る。

全課 Ｂ

講座や講演を開催して、市民に男女共同
参画の意識を育めるよう学習の機会を提
供した。

今後とも、男女共同参画の学習
の機会を提供し支援に努める。

男女共同参
画室

高齢者コース（２コース）、デジタルカ
メラコース、ワードコース、エクセル
コース、ＰＯＰコースの６コースのＩＴ
講習会を開設した。

定員各コース２０名に対して、
多数の応募があり、抽選で受講
生を決めている。

社会教育課

 (2)
－1

保育所・幼稚園・
学校における男女
平等教育の推進

12
男女平等観に基
づく教育・保育
の推進

保育所・幼稚園・学校において、
人権尊重と男女平等の視点に立っ
た教育・保育活動を推進します。

絵本・紙芝居など視聴覚教材を通して人
権尊重、男女平等に関する内容をえらび
機会あるごとに伝える。日々の保育の中
で推進する。

まず自分を大切にできることが
大事であり、相手の思いや、気
持ちに寄りそえる保育を進める
ことが０～５歳迄の乳幼児には
課題である。

児童福祉課 Ａ

情報の受け手である市民に対して
情報を主体的に読み解き、自己発
信する能力の向上を図るための学
習機会を提供します。

市職員への男女共
同参画意識の浸透

 (1)
－3

 (1)
－4

11
メディアリテラ
シーの向上のた
めの支援

メディアにおける
人権の尊重

Ａ

8



ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

性別にとらわれない保育の実施、道徳の
授業だけでなく全教育活動を通して、男
女平等教育を推進した。

人権教育の一環として位置づ
け、取組の評価を行い、授業等
の改善に努めている。

学校教育課

５校・園を人権教育推進校・園として指
定し、男女平等教育を含めた人権教育を
推進した。

毎年違う校・園を指定している
が、偏りがある。また現在は、
単年度で行っているが、今後2
年間の指定にするなど研究成果
をあげるための方法を考えてい
く必要がある。

人権教育課

学年、発達段階に応じた性教育を実施し
男女の理解を図っている。

取組の評価を行い、指導の改善
を図っている。

学校教育課

各校・園において、校区や学校等の実態
を踏まえた人権教育推進計画を作成し、
それに基づいて実施した。

男女平等の精神に基づいた性に
関する指導の推進には、職員に
よる共通理解を図りながら計画
の作成が必要である。

人権教育課

子どもの生活している環境の中で、特に
職員は「一人親家庭」やそれぞれの違い
を把握し会議や研修を重ねることで共有
化を図る。

いろいろな内容の研修に参加
し、それぞれの立場を尊重でき
るようにしていく。

児童福祉課

機会を増やし、アンケートの実施などを
行うなど、自発的に点検を行っている。

教育活動を評価分析し、男女の
平等について考える機会を増や
していく。

学校教育課

保育所・幼稚園・
学校における男女
平等教育の推進

発達段階に応じ
た性教育の推進

13

男女平等教育に
関する研修の充
実

14

学校において、人権尊重・男女平
等の精神に基づき、児童や生徒の
発達段階に合わせた性に関する指
導を推進します。

保育所・幼稚園・学校において、
人権尊重と男女平等の視点に立っ
た教育・保育活動を推進します。

男女平等観に基
づく教育・保育
の推進

12

 (2)
－1

教職員の男女平等の意識の高揚に
努め、誰もが男女平等教育に取り
組めるよう指導方法等の共有化を
図る研修を充実します。

Ａ

Ｂ

Ａ

9



ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

14
男女平等教育に
関する研修の充
実

教職員の男女平等の意識の高揚に
努め、誰もが男女平等教育に取り
組めるよう指導方法等の共有化を
図る研修を充実します。

各校・園において、校区や学校等の実態
を踏まえた人権教育推進計画を作成し、
それに基づいて実施をした。

教職員の男女平等意識について
は一定の理解があるが、さらに
具体的な内容をあげ進めていく
必要がある。

人権教育課 Ａ

進路指導等において、性別に関わりな
く、生徒の思いや願いを踏まえつつ、個
に応じた進路指導を実施した。また、職
場体験学習を通じて、性別に関わりな
く、多様な選択を可能にする情報の提供
を行った。

最終決定者である本人や保護者
の認識と学校の考え方、思いの
ギャップの調整・解消を図る必
要がある。職場体験では、生徒
の希望に沿った受け入れ場所を
増やし、選択の範囲を広める必
要がある。

学校教育課

各校・園において、校区や学校等の実態
を踏まえた人権教育推進計画を作成し、
それに基づいて実施をした。

人権教育の推進計画に当たって
は、男女平等に基づくキャリヤ
教育など総合学習の計画等と連
携させながら進めていく必要が
ある。

人権教育課

 (2)
－2

家庭における男女
平等教育の推進

16
家庭教育のため
の学習機会の提
供

親が家庭教育に関する学習の機会
を持ち、家庭の教育力を向上させ
るため、家庭教育学級を推進しま
す。

市内幼小中で３０の家庭教育学級を開設
した。

多数の学級生の参加があり、家
庭の教育力の向上が図れた。市
内全幼小中での開設を目指す。

社会教育課 Ａ

第2期地域福祉推進計画を策定し、その
中で生涯学習への支援の機会の提供、充
実に努め、生涯学習活動への支援を行う
こととしている。

福祉政策課

育児や生活習慣病予防に関する教室の実
施をし、地域での健康教育を実施した。

健康増進課

地域における学
習の支援

17
男女がともに学習できる環境の整
備や情報提供等の支援を行いま
す。

性別にかかわらず、個々の生徒の
能力や適性を重視した進路指導を
実施するとともに、生徒の主体的
な職業選択のために職場研修や職
場体験の充実を図ります。

地域における男女
平等教育の推進

15
男女平等観に基
づく進路指導の
実施

 (2)
－3

保育所・幼稚園・
学校における男女
平等教育の推進

 (2)
－1

Ｂ

地域福祉を推進するため、住民
の生きがい対策を充実させる必
要がある。

Ａ

10



ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

社会教育課

公民館

18
講座・シンポジ
ウムなどの啓発
活動の実施

男女が自立の意識をはぐくみ、生
涯を通じて様々な分野で活躍する
ことを可能にするための学習機会
を充実します。

全８コースによるまほろば大学を開設し
た。

高齢者自身が、心豊かに生きが
いのある生活設計するための幅
広い学習の場を提供している。

社会教育課 Ａ

19
地区別懇談会の
推進

身近な地域で人権尊重について学
び、具体的な行動に結びつくよ
う、地区別懇談会を推進します。

地区別懇談会では、介護や男女共同参画
の必要性についてテーマを設け実施し
た。

地域の実態に応じた地区別懇談
会の計画が必要である。男女や
年齢等に於いて多様な参加が望
まれる。

人権教育課 Ｂ

20
審議会・委員会
への女性の積極
的登用

審議会・委員会への女性の積極的
な登用を図り、できるだけ早い時
期に女性登用率の30％達成を目指
します。

平成20年4月1日における女性の登用率
は、22.3％であった。19年度と比べると
0.4％増加した。

女性委員の選任については、女
性登用比率目標30％を達成する
よう、今後も取り組んでいく。

全課 Ｂ

21
女性のいない審
議会等の解消

女性委員のいない審議会等の解消
に努めます。

市役所の全庁的体制を推進するため、審
議会等における女性委員の登用を促す文
書を配布するなどの啓発を行った。

各種団体から推薦があって委員
を選任している場合がある。専
門分野においては女性が少ない
ことが、課題である。

全課 Ｂ

22
登用基準の見直
し

要綱等における登用基準の見直し
を行い、女性の意見等を反映させ
る場の拡大を目指します。

審議会委員の選任については、「橿原市
審議会等の設置及び運営並びに会議の公
開に関する要綱」に基づき行っている。

選任方法に課題があるが、今後
とも女性の参画を推進するよう
努める。

全課 Ｂ

男女がともに学習できる環境の整
備や情報提供等の支援を行いま
す。

地域における学
習の支援

地域における男女
平等教育の推進

17

行政における政
策・方針決定過程
への女性の参画の
促進

 (2)
－3

 (1)
－1

１０地区において地域学級を開設した。
各地区ごとに地域学級を開設し
ており、地域住民への周知の仕
方が様々である。

Ａ

11



ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

 (1)
－1

行政における政
策・方針決定過程
への女性の参画の
促進

23
女性の職域拡
大・能力開発の
推進

「人材育成基本方針」にのっと
り、女性職員の政策立案研修や専
門分野における研修等への参画を
促進し、人材育成の充実に努めま
す。

ブラッシュアップ女性リーダー研修、地
方自治体女性職員交流研究会等に女性職
員を受講させ、能力開発に努めた。

― 人事課 Ａ

 (1)
－2

事業所・団体等に
おける方針決定過
程への女性の参画
の促進

24
女性の登用促進
の働きかけ

事業所・自治会等の団体において
役員等に女性が積極的に登用され
るよう、情報提供等を通じて働き
かけを行います。

できるだけ女性委員を登用するよう働き
かけを行った。

団体等の会合など機会がある時
に、女性委員の登用促進を働き
かけていく。

全課 Ｂ

25 学習機会の提供

女性の意見を反映させることで地
域が活性化するよう、女性が参画
した地域づくりの好事例を紹介す
るなどの情報提供や学習機会の提
供に努めます。

情報提供や学習の機会の提供に努めてい
るが、２０年度では具体的な取り組みは
ありません。

今後、観光交流センターの稼働
に合わせて、観光業者等への情
報提供や学習に際しては、男女
の別なく対応したいと考えてい
る。

観光課 Ｃ

26
企画・立案への
女性の参画の促
進

企画・立案の段階から男女がとも
に参画できるよう、男女の構成比
率を明確にするなど、積極的な参
画を促進します。

情報提供や学習の機会の提供に努めてい
るが、２０年度では具体的な取り組みは
ありません。

今後、観光交流センターの稼働
に合わせて、観光業者等への情
報提供や学習に際しては、男女
の別なく対応したいと考えてい
る。

観光課 Ｃ

27

地域団体との協
働による環境啓
発や環境美化活
動の取組

ボランティア団体等と協働し、環
境に関する啓発に取り組みます。
また、地域団体が実施する花づく
り等の環境美化活動に、より多く
の市民参画のもと、効果的に取り
組めるよう支援します。

団体と協働した環境イベントの他、環境
に関するパネル展や環境講座開設等を実
施。また花づくりに取り組む地域団体に
対して、支援を実施した。

団体と協働することで、見る側
にとって、親しみ易く幅広い環
境の普及啓発が実施できた。ま
た、環境美化活動に取り組む団
体を支援することで、市民の環
境意識の向上が期待出来る。

環境対策課
（環境政策
課地球温暖
化対策室）

Ｂ

まちづくり、環
境、観光への男女
共同参画の推進

 (2)
－1

12



ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

28
地域防災活動へ
の男女共同参画
の推進

自主防災会・自治会等の地域コ
ミュニティが防災に果たす役割は
大きいことから、固定的な性別役
割分担意識を見直し、女性リー
ダーの育成など、積極的に女性の
参画を促進し、地域防災力の向上
に努めます。

市内127団体の自主防災会主催の防災訓
練等で女性の増加、また、訓練活動への
積極的な参加を見た。

災害時には、男女を問わず性別
役割分担意識のない活動が必要
であるため、平素から参加の促
進を図る。

危機管理課
（防災安全
課）

Ａ

29
男女共同参画の
視点に立った防
災対策の推進

災害時においては女性や高齢者な
どが被災するケースが多いため、
防災対策の立案については災害時
に援護が必要な人の視点に立った
対策を講じます。

橿原市消防団第10分団女性消防団員30名
による市内高齢者及び独居老人宅（担当
課と協議し名簿に基づき）を２人15ﾁｰﾑ
で市内全体2,477世帯を訪問して防火啓
発、災害時の援護活動の状況把握を行っ
た。

19年度は2,166件、20年度は
2,477件と訪問件数の推進と対
象者が高齢であるため、話をよ
く聞く。一人では対応しない。

危機管理課
（防災安全
課）

Ａ

30
災害復興体制の
確立

市が実施する災害対応業務におけ
る復興業務体制については女性の
視点に立った対応ができるよう取
り組みます。

平成19年度より2ヶ年間、橿原市総合防
災対策推進委員会ﾏﾆｭｱﾙ部会８ﾁｰﾑ64名
（男56名女8名）の職員により時間内、
時間外も含め、災害対応業務における復
興業務体制の確立を行った。

長時間に及ぶ部会で時間内、時
間外も含めた作業であったた
め、参加いただいた職員には、
感謝します。

危機管理課
（防災安全
課）

Ａ

｢人権を考えるつどい｣では講師に真屋順
子さん高津住男さんご夫妻をお招きし、
また｢特定の職業に従事する者に対する
研修｣では講師に松本サリン事件被害者
の河野義行さんをお招きして、いずれも
家族介護のあり方について講演をいただ
いた。

市民や人権に関わりの深い職業
に従事する方に対し、家族介護
に関わる人権意識の高揚に役
立った。

人権施策課

講座や講演を開催して、男女共同参画の
意識を育む機会を提供するとともに広報
活動を実施した。

今後も充実した内容となるよ
う、男女共同参画を進める啓発
活動に努める。

男女共同参
画室

 (3)
－1

男女がともに家族の一員としての
責任を持ち、家事・育児・介護等
を担うことができるように意識の
啓発を行います。

家庭生活におけ
る男女共同参画
を進める啓発活
動

31

仕事と家庭生活や
地域活動の両立を
可能にする支援の
充実

防災・災害復興等
への男女共同参画
の推進

 (2)
－2

Ａ
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

31

家庭生活におけ
る男女共同参画
を進める啓発活
動

男女がともに家族の一員としての
責任を持ち、家事・育児・介護等
を担うことができるように意識の
啓発を行います。

市内幼小中で３０の家庭教育学級を開設
した。

多数の学級生の参加があり、家
庭の教育力の向上が図れた。市
内全幼小中での開設を目指す。

社会教育課 Ａ

男女共同参
画室

児童福祉課

マザーズクラス・両親学級・赤ちゃんセ
ミナー・離乳食教室・歯の健康教室の実
施した。

健康増進課

市内幼小中で３０の家庭教育学級を開設
した。

多数の学級生の参加があり、家
庭の教育力の向上が図れた。市
内全幼小中での開設を目指す。

社会教育課

33
託児ボランティ
アの派遣

子どもを持つ親が安心して学習の
機会等に参加できるよう、市が実
施する事業について託児ボラン
ティアの派遣を行います。

市主催行事への託児ﾎﾞﾗﾝﾃｲｱの派遣を実
施した。
平成20年度の派遣件数は39件であった。

今後も、より多くの子どもを持
つ親が参加できるよう、託児ﾎﾞ
ﾗﾝﾃｲｱの派遣の充実を図ってい
く。

男女共同参
画室

Ａ

 (3)
－2

男女共同参画に基
づく地域活動の促
進

34
地域活動に関す
る情報提供の充
実

地域活動に参加できるように、情
報提供等支援の充実に努めます。

１０地区において地域学級を開設した。
各地区ごとに地域学級を開設し
ており、地域住民への周知の仕
方が様々である。

社会教育課 Ｂ

仕事と家庭生活や
地域活動の両立を
可能にする支援の
充実

 (3)
－1

講座や研修会を開催した。

家事・育児・介護等についての学
習機会の提供に努めます。

家事・育児・介
護等に関する学
習機会の提供

32 Ａ

今後とも、充実した内容となる
よう努め、さらなる市民の参加
数の増加を図る必要がある。
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

35
ボランティア等
の活動支援

誰もがボランティア活動等に参加
できるよう活動に関する情報提供
等を通じて支援を行います。

第2期地域福祉推進を策定し、その中で
情報提供等を通じたボランティア支援を
行うこととしている。市社会福祉協議
会・市ボランティア連絡協議会へ補助金
を支出した。

ボランティア活動を通じて、だ
れもが気軽に地域福祉活動に参
加できる環境づくりに努める必
要がある。

福祉政策課 Ｂ

36
女性リーダーの
養成

男女共同参画に関する意識の高揚
を図るための講座や研修等への参
加を促進し、女性リーダーの養成
に努めます。

講座や研修会を実施するとともに、研修
会参加補助金を交付してﾘｰﾀﾞｰの養成に
努めている。
平成20年度は研修会参加補助金の交付は
7件であった。

女性ﾘｰﾀﾞｰの養成に努めている
が、いろいろな年代層の参加が
広がるよう努めるのが課題であ
る。

男女共同参
画室

Ｂ

37
女性団体のネッ
トワーク化の強
化と支援

女性団体のネットワークを強化す
るとともに、活動に対する支援を
行います。

女性団体と共催して、ｾﾐﾅｰを開催する等
ﾈｯﾄﾜｰｸの強化に努めている。

今後とも女性団体との連携強化
に努める。

男女共同参
画室

Ｂ

38
男女共同参画を
推進するための
拠点施設の整備

男女共同参画を推進していくため
の拠点となる施設の整備を進めま
す。

橿原市の男女共同参画の拠点となる施設
の整備を図るよう働きかけている。

橿原市の男女共同参画の拠点と
なる施設の整備を図るよう働き
かけていく必要がある。

男女共同参
画室

Ｂ

39
男女共同参画の
視点に立った公
共施設等の整備

男女共同参画の視点に立ち、託児
スペースの確保やベビーベッドの
設置など、誰もが利用しやすいよ
う配慮した公共施設等の整備に努
めます。

公共施設については、バリアフリー化を
図り、小さなお子さんを連れた方が利用
しやすい整備を進めている。

庁舎については、授乳スペース
を設置しているが、入り口が衝
立になっているので、ドアをつ
け鍵がかかるよう行う予定であ
る。

関係課 Ｂ

 (5)
－1

国際的視点に立っ
た男女共同参画の
取組の推進

40 国際理解の推進
国際的な男女共同参画に関する情
報を収集し、市民へ提供します。

各地区公民館にて、英語・中国語・スペ
イン語・ポルトガル語の広報を行ってい
る。

今後も引き続き検討し、啓発に
努める。

企画政策課
（企画調整
課）

Ｃ

男女共同参画に基
づく地域活動の促
進

 (3)
－2

男女共同参画の視
点に立った施設の
整備

 (4)
－1
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

外国人講師を週１回（年間４０回）程度
招き、日々の保育を通して自然に英語に
慣れ親しめるように英語をとり入れた遊
びを行う。

乳幼児期から異文化にふれる親
しめるように進めているが、講
師が毎年異なるので連続的にと
りくむことがむつかしい。

児童福祉課

各学校単位で総合学習の時間等におい
て、外国人の講師を招聘し、講演を受け
る、外国の文化や遊びにふれたり、簡単
な挨拶や会話を交わしたりし、身近なも
のから国際理解を図っている。

講師等を招聘するにあたり、限
られた予算での実施、実施時期
の面など、検討が必要になって
くる。

学校教育課

42 国際交流の推進

外国人が暮らしやすいまちづくり
として、行政サービスの国際化や
生活情報の提供・相談を行いま
す。
また、人権市民講座等の機会を通
じて市民の自主的な交流活動の促
進に努めます。

【外国人相談業務】
市内在住の外国人のための生活相談を実
施している。（英語・中国語・スペイン
語・ポルトガル語）
相談件数：290件

【広報外国語翻訳業務】
市広報の外国人が必要であろう部分の翻
訳を行い、市HPに掲載している。（英
語・中国語・スペイン語・ポルトガル
語）

【外国人講師・通訳派遣事業】
市内幼稚園、小・中学校における交際交
流教室を実施している。また、外国籍の
保護者等との面談、相談時において通訳
を派遣している。
派遣数：33件

【外国人相談業務】
前年の425件と比べて、件数は
減少した。

【広報外国語翻訳業務】
ゴミ・し尿の回収日のほか、生
活に役立つ情報の翻訳の充実を
はかりたい。

【外国人講師・通訳派遣事業】
人格の重要な形成期に当たる幼
少年期において、異なる文化に
触れることにより、「多文化共
生」に対する理解を深められ
る。予算の関係で実施回数に制
限があり、全ての実施希望にこ
たえられない。

企画政策課
（企画調整
課）

Ａ

多文化理解や国際的な人権感覚を
育成するための国際理解教育や国
際化推進保育の推進に努めます。

国際理解教育・
保育の推進

41

 (5)
－1

国際的視点に立っ
た男女共同参画の
取組の推進

Ｂ
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

世界の食文化を通しての国際交流と題し
て人権市民講座では、タイ料理を作り、
食後には講師の説明により、タイ国の文
化や歴史に触れ、交流を図ることができ
た。

交流を図ることにより、互いに
相手の持っている文化や社会的
背景・歴史的背景を理解し、共
に認め合うことができた。

人権施策課

各校・園において、校区や学校等の実態
を踏まえて作成した人権教育推進計画に
基づき国際理解教育の展開を行ってい
る。

さまざまな外国の多様な文化に
ふれる機会をもつことが大切で
ある。

人権教育課

人権施策課

男女共同参
画室

地域振興課

44
セクシュアル・
ハラスメント防
止のための啓発

事業所等におけるセクシュアル・
ハラスメントを防止するための啓
発活動を行います。

人事課が行う職員人権研修において、人
権施策課の指導主事が講師を務め、職員
を対象にセクハラ問題に関する正しい理
解と認識を深め、自覚を持って対応でき
る職員の育成に努めた。

全職員に対して実施できなかっ
たものの、セクハラ問題に対す
る正しい理解と認識が深まり、
職場のモラル向上に役立った。

人権施策課 Ａ

事業所等に対して労働に関する関
連法令等の周知及び誰もが働きや
すい職場となるよう労働条件の向
上に向けた情報提供を行います。

パンフレット又は広報による啓発
情報提供した後の状況等が、不
明である。

 (5)
－1

実効性のある労働
条件・環境の整備

 (1)
－1

関連法令等の周
知と順守のため
の啓発

43

国際交流の推進42
国際的視点に立っ
た男女共同参画の
取組の推進

外国人が暮らしやすいまちづくり
として、行政サービスの国際化や
生活情報の提供・相談を行いま
す。
また、人権市民講座等の機会を通
じて市民の自主的な交流活動の促
進に努めます。

Ｂ

Ａ
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

市職員にセクシュアル・ハラスメントの
研修会を実施した。

今後ともセクシュアル・ハラス
メントを防止するための啓発に
努める。

男女共同参
画室

パンフレット又は広報による啓発
情報提供後の状況等に不明な点
がある。

地域振興課

45

庁内のセクシュ
アル・ハラスメ
ント対応体制の
整備

庁内における差別的な待遇やセク
シュアル・ハラスメント等の問題
の解決を図るための窓口を設け、
セクシュアル・ハラスメントが生
じた場合は、敏速かつ適切な対応
を図ります。

セクシャル・ハラスメントの問題が発生
した際には人事課が窓口となり、各当事
者に状況を確認した上で、迅速な対応に
勤めた。また課長級以上の職員にセクハ
ラに関する研修会を実施した。さらに全
職員を対象に人権問題研修においてセク
ハラ問題を加えて実施した。

セクシャル・ハラスメントの問
題には加害者の意識の甘さがう
かがえる。研修等を通してこの
意識の向上に努める。

人事課 Ｂ

再就職準備ｾﾐﾅｰ等を開催して、情報提供
に努めている。

より多くの人が参加していただ
けるよう努める。

男女共同参
画室

パンフレット又は広報による啓発
情報提供後の状況等に不明な点
がある。

地域振興課

各種講座を開催している。
趣味的な講座には、受講希望者
が多い。

婦人会館

セクシュアル・
ハラスメント防
止のための啓発

事業所等におけるセクシュアル・
ハラスメントを防止するための啓
発活動を行います。

44

実効性のある労働
条件・環境の整備

 (1)
－1

 (1)
－2

男女が対等なパートナーとして仕
事ができるよう、必要な技術や知
識を習得するための講座等を開催
します。

技術や知識の習
得促進

46
女性の就労に対す
る情報収集と提供

Ｂ

Ａ
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

男女共同参
画室

地域振興課

男女共同参
画室

地域振興課

再就職準備ｾﾐﾅｰ等を開催して、情報提供
に努めている。

今後とも、情報提供に努める。
男女共同参
画室

パンフレット又は広報による啓発
情報提供後の状況等に不明な点
がある。

地域振興課

起業家に対する
情報提供の充実

起業等を支援するために情報提供
等の充実に努めます。

47

 (1)
－2

48
事業所等でのポ
ジティブ・アク
ションの普及

事業所等におけるポジティブ・ア
クションの取組を促進するため、
関係機関との連携により情報提供
等に努めます。

女性の就労に対す
る情報収集と提供

パートタイム労働者、契約社員及
び派遣労働者等の適切な処遇・労
働条件の改善に向けて法制度の情
報提供に努めます。

パートタイム労
働者等に対する
雇用の安定と保
障のための情報
提供

49
職業能力の開発と
就業の支援

 (2)
－1

パンフレット又は広報による啓発
情報収集の手立てを考える必要
があり、情報提供後の状況等に
不明な点がある。

Ｂ

パンフレット又は広報による啓発
情報提供後の状況等に不明な点
がある。

Ｂ

Ｂ
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

（財）21世紀職業財団奈良事務所と連携
して、再就職準備ｾﾐﾅｰを10月3日に実施
した。

今後とも、情報提供や講座の開
催に努める。

男女共同参
画室

パンフレット又は広報による啓発
情報提供後の状況等に不明な点
がある。

地域振興課

「再就職準備講座」を男女共同参画室及
び21世紀職業財団と共催して開催してい
る。

市広報に掲載し、受講者を募集
しているが、参加者は横ばい状
態である。

婦人会館

51
家族経営協定の
普及・啓発

休日や給与、役割分担を明確にす
る家族経営協定の締結の普及・啓
発に向けて情報提供等を行いま
す。

パンフレットによる啓発を実施 今後とも、啓発に努める。 農業振興課 Ｂ

地域振興課

農業振興課

子育て・介護等のライフステージ
における多様な働き方が可能とな
るように関係機関と連携して情報
提供や講座の開催に努めます。

職業能力の開発と
就業の支援

 (2)
－2

50

女性の就労や再
就職を支援する
ための情報提供
や講座等の実施

 (2)
－1

農業や自営業等の担い手として能
力を発揮できるよう、情報提供や
学習機会の提供に努めます。

経営能力や技術
向上のための情
報や学習機会の
提供

52

農業や商工自営業
等における男女共
同参画の推進

Ｂ

Ｂ
パンフレット又はポスターによる啓発を
実施

今後とも、啓発に努める。
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

地域振興課

農業振興課

54
次世代育成支援
特定事業主行動
計画の推進

次世代育成支援特定事業主行動計
画の実効的な推進に努めます。

全職員にインフォメーション等で、同計
画の趣旨を告知した。

啓発不足の面がある。まず、管
理職への同計画の趣旨の徹底を
図ることが課題である。

人事課 Ｂ

パンフレット又は広報による啓発を実施 今後とも、啓発に努める。
男女共同参
画室

パンフレット又は広報による啓発
情報提供後の状況等に不明な点
がある。

地域振興課

男女共同参
画室

地域振興課

 (2)
－2

子育て・介護に
伴う働き方の啓
発

子育て・介護と仕事を両立させる
ためにフレックスタイム制や各種
休業・休暇制度に関する周知・啓
発を図ります。

55

 (3)
－1

商工会議所やＪＡ（農業協同組
合）等との連携により、商工自営
業や農業に従事する人の労働条件
の改善に向けた啓発を推進しま
す。

農業や自営業等
における労働条
件の改善のため
の啓発

53
農業や商工自営業
等における男女共
同参画の推進

労働時間の短縮などについてパン
フレット等を通じて周知・啓発を
図ります。

事業所等に対す
る両立支援の啓
発

56

仕事と子育て・介
護の両立のための
環境整備

パンフレット又は広報による啓発
情報提供後の状況等に不明な点
がある。

Ｂ

Ｂ

Ｂ
パンフレット又はポスターによる啓発を
実施

今後とも、啓発に努める。
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

57
多様な保育サー
ビスの充実

仕事と子育ての両立や安心して子
育てができる環境を整備するた
め、一時保育・延長保育・病児・
病後児保育等の多様な保育サービ
スの充実に努めます。

保護者の就労形態の多様化に伴ないニー
ズが高く、仕事と子育ての両立を支援す
るため、一時保育・延長保育・病児病後
児保育等の保育サービスを展開した。

市民のニーズに応え保育サービ
スの充実を図るため啓発活動を
行い、事業内容をより周知する
必要がある。

児童福祉課 Ａ

58
放課後児童健全
育成事業の充実

多様な家族形態、就労形態等によ
り放課後、子どもだけとなってし
まう家庭への支援のため、放課後
児童健全育成事業の充実に努めま
す。

施設整備について、晩成小学校区放課後
児童健全育成施設を公設置した。また、
畝傍東小学校区の利用児童数が増加して
いるため、同小学校区放課後児童健全育
成施設（平成１５年公設置）を増築し
た。

民家等を利用している施設につ
いて、公設置の必要性を勘案し
て、施設の整備を進めなければ
ならない。

児童福祉課 Ａ

発達相談の発達検査を実施していること
に関連し、保育所職員を主体に幼稚園・
学校へも呼びかけ研修会を開催した。

今後も継続した研修が必要であ
る。

児童福祉課

マザーズクラス・両親学級・赤ちゃんセ
ミナー・離乳食教室・歯の健康教室の実
施

今後も継続して実施していく。 健康増進課

土曜日や日曜日などに実施するなどして
参加しやすい環境づくりに進めている。
また、フリー参観日を設けるなど、学
校・園を訪れやすい機会を増やすように
している。

予定を学校だよりやホームペー
ジなどを通じて早期に知らせ、
保護者や地域の方々が、参加し
やすい場の設定を図る必要があ
る。

学校教育課

ＰＴＡの教育講演会や校・園における保
護者を対象とした講演会等に講師として
出向き、子育てについての講演を行っ
た。

対象者が母親に偏ってしまうの
で、父親を対象とした講演会等
を企画する必要がある。

人権教育課

 (3)
－2

保育所・幼稚園・学校での講演会
や講座、子育てについての学習機
会の充実により家庭の教育力の向
上を図ります。

子育ての学習機
会の充実

59

総合的な子育て支
援策の充実

Ａ
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

59
子育ての学習機
会の充実

保育所・幼稚園・学校での講演会
や講座、子育てについての学習機
会の充実により家庭の教育力の向
上を図ります。

市内幼小中で３０の家庭教育学級を開設
した。

多数の学級生の参加があり、家
庭の教育力の向上が図れた。市
内全幼小中での開設を目指す。

社会教育課 Ａ

子育て支援の施策としてファミリーサ
ポートを立ち上げ事業を開始した。登録
会員数１２９名活動件数１５０件　　育
児相談は随時受付け、６４３件の相談に
対応した。また、子育て講座６回、特別
講座１７回を実施し総数２，５７５名の
参加があった。

ファミリーサポートの広報活動
により、市民への周知に努め
る。　気軽に相談できる体制づ
くりと子育てが楽しくなるよう
な講座開催を目指す。

児童福祉課

すこやか子ども相談、新生児・妊産婦訪
問の実施
育児サークルの活動支援（リーダー交流
会）

育児環境に問題があり、継続支
援が必要なケースも増えてい
る。

健康増進課

子育て支援事業への支援を実施した。

子育て講座を通じて育児方法の
学習や育児相談を行い、親子の
絆を深めるとともに健全な子ど
もを育む家庭環境を形成する基
盤づくりを推進した。

社会教育課

61
幼稚園の預かり
保育の充実

保育終了後、参観日やＰＴＡ活動
への参加、緊急時など保護者の要
請に応じて園児の預かり保育を実
施し、保護者を支援します。

幼稚園教育の中で充実すべき重要な事項
となり、子育て支援の一環として位置づ
けられた。各園週４回保育終了後午後４
時まで実施している。

保護者ニーズに応じた預かり保
育の充実を図る。

学校教育課 Ａ

 (3)
－2

総合的な子育て支
援策の充実

60
地域における子
育て支援の充実

身近な地域で安心して子育てがで
きるよう、育児相談や子育て講座
を開催するとともに、市民の参加
促進を図ります。また、自主的に
子育てサークル等が企画運営しや
すいよう支援に努めます。

Ａ
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

要支援者が予防給付を利用するための予
防プラン及び特定高齢者が介護予防事業
を利用するための介護予防プランをそれ
ぞれ作成することにより家族の介護負担
の軽減を図った。

介護予防事業のための介護予防
プランの作成が進んでいない。

介護福祉課
（地域包括
支 援 セ ン
ター）

①家族介護交流事業：高齢者を介護して
いる家族が、介護から一時的に開放され
心身のリフレッシュを図るための介護者
相互の交流会等を行う。②介護用品支給
事業：要介護３以上で自らの排泄動作等
に支障をきたす方に対し、紙オムツ等を
支給することで在宅生活の支援と介護者
の経済的負担の軽減を図る。

身体介護について学習する機会
を設定していない。

介護福祉課

63
介護保険サービ
ス等の質の向上

高齢者が要介護にならないように
予防することや心身の機能が低下
しても可能な限り住みなれた地域
で自立した生活が送ることができ
るよう介護保険サービス等を充実
します。

地域密着型サービスについてサービス事
業者を増やし、住み慣れた地域の中で介
護サービスが受けられるようにする。

認知症対応型通所介護や小規模
多機能型居宅介護の事業所が増
えない。

介護福祉課 Ｂ

64 相談体制の充実
心身の問題や様々な悩みに対応す
るため面談や電話等による相談体
制の充実に努めます。

いきいきライフ相談・電話相談の実施

継続して実施していく。
相談を受ける専門職は、常にス
キルアップをめざした学習が必
要である。

健康増進課 Ａ

65
生涯にわたる健
康づくりへの支
援

男女が生涯を通じてともに適切な
健康づくりができるよう、健診・
検診の各種事業を進めます。

各種がん検診（胃・大腸・肺・子宮・
乳・前立腺）、肝炎検査、結核検診、歯
周疾患検診、ヘルスチェック３０（30歳
代の生活習慣病健診）の実施

肺がん死亡率が増えているが、
基本健康診査の廃止により、胸
部レントゲン検査の受診機会が
減った。

健康増進課 Ｂ

 (3)
－3

生涯を通じての健
康づくりの推進

 (1)
－1

家族介護者の介護の負担軽減を図
るため、介護保険制度の周知に努
めます。また、家族介護者が各種
のサービスを有効に活用して負担
軽減を図れるよう努めます。

家族の在宅介護
の負担の軽減

62

介護を担う人への
支援の充実

Ｂ
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

講座や研修会などあらゆる機会を通じ
て、男女が互いの性が尊重するよう啓発
を行っている。

今後とも、啓発に努める。
男女共同参
画室

学校教育課が担当し、地区医師会の医師
が市内の小・中学校へ出向き思春期教育
を実施

従来の思春期教室は参加者が非
常に少ないことが課題であった
ため、20年度から実施した医師
による学校での教育の状況を勘
案して、今後の方向性を検討す
る。

健康増進課

公立保育所５ヶ所においては、毎日の給
食を通して、また生活の中で菜園活動や
クッキング、生の食材指導、栄養３色指
導等により、食に関わる体験や衛生面の
指導を積み重ねた。保護者に対しては、
給食試食会や親子クッキングを通して、
また毎月の給食便り（献立表）を通し、
給食献立の作り方を掲載したり朝食欠食
をなくす啓発と給食の実物展示を行い、
迎えの父母等に見てもらい、親と子のふ
れあい広場においては母子1回、父子1回
の計2回の親子クッキングを実施した。

公立保育所での実施したクッキ
ングについて、父親の参加があ
るが、５ヶ所合わせて数名にと
どまっており、広報活動等によ
り多数参加を目指す。

児童福祉課

食生活改善推進員養成講座の実施
食生活改善推進員伝達講習の実施

食生活改善推進員の活動を支援
することで、住民全体の食育推
進活動を進めていく。

健康増進課

性別にかかわらず、一人ひとりが
健全な食生活を営めるよう、栄養
等についての知識を深めるととも
に、食習慣を見直すことも踏ま
え、食育に関する学習を推進しま
す。

性と生殖に関す
る互いの意思の
尊重

66

生涯を通じての健
康づくりの推進

 (1)
－1

食育に関する学
習の推進

67

思春期から高齢期までの各ライフ
ステージに応じて、互いの身体的
特徴を十分に理解し、正確な知識
を持ち、互いの性を尊重すること
ができるよう啓発に努めます。

Ｂ

Ａ
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ＮＯ 事         業 事業内容 平成20年度の具体的な取組内容 実施にあたっての課題等 所管課 評価重 点 項  目

市内小学生を対象に親子料理教室を開催
し、食習慣を見直すきっかけとなるよう
に栄養士が指導をおこなった。

女性ばかりでなく、男児や父親
の参加もあり意義ある取り組み
ができた。

給食管理室

学校教育課

社会教育課

68
妊娠・出産に関
する保健指導の
充実

妊娠・出産の安全性を確保し、母
性の尊重と保護、乳幼児の健康の
保持増進を推進します。

母子健康手帳の交付
妊婦健診の実施
新生児・妊産婦訪問の実施
電話相談の実施

引き続き実施する。
母子手帳交付時に支援の必要が
あるケースを見逃さないように
する。

健康増進課 Ａ

69
子育てに関する
相談等の支援

子育てに関する悩み等の解決を図
るため、電話や面談を通じて相談
等の支援を行います。

乳幼児健診の実施
すこやか子ども相談の実施
電話相談の実施

引き続き実施する。 健康増進課 Ａ

 (1)
－3

健康をおびやかす
問題への対応

70

エイズや性感染
症の予防に関す
る正しい知識の
普及・啓発

性と生殖についての学習機会の充
実とともに、エイズや性感染症の
正しい知識の普及・啓発を推進し
ます。

ポスターの掲示
エイズ等感染症対策は県事業の
ため、市は広報や県事業への協
力をしている。

健康増進課 Ｂ

 (1)
－1

母子保健の充実
 (1)
－2

67
生涯を通じての健
康づくりの推進

性別にかかわらず、一人ひとりが
健全な食生活を営めるよう、栄養
等についての知識を深めるととも
に、食習慣を見直すことも踏ま
え、食育に関する学習を推進しま
す。

食育に関する学
習の推進

Ａ

食育の年間計画に基づき、教育活動全体
で食育推進を行っている。学校・家庭・
地域の連携においた取組を目指してい
る。

学校・家庭・地域の連携におい
て、互いの役割を明確にし、一
体的に取り組む必要がある。
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70

エイズや性感染
症の予防に関す
る正しい知識の
普及・啓発

性と生殖についての学習機会の充
実とともに、エイズや性感染症の
正しい知識の普及・啓発を推進し
ます。

学年、発達段階に応じた性教育の実施、
医師による出前授業を行っている。

取組を評価し、正しい理解を
図っている。

学校教育課 Ｂ

ポスターの掲示
禁煙相談の実施
県の禁煙キャンペーンへの協力

引き続き実施していく。 健康増進課

薬物防止教室の実施とともに、県教育委
員会からの通知等を受けて、喫煙の害に
ついてもあわせて保健の授業、学級指導
などで実施した。

取組の評価をし、指導方法の工
夫など授業改善に努める。

学校教育課

｢配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律(ＤＶ防止法)｣改正の
パネルを作成し、差別をなくす強調月間
(7月)中や人権週間（12月）中にパネル
展を行い市民に人権啓発活動を行なっ
た。

市民の人権意識の高揚につな
がった。

人権施策課

講座や研修会を実施するとともに、パン
フレット又は広報による啓発を実施。

今後とも、啓発に努める。
男女共同参
画室

71

 (1)
－3

喫煙、飲酒、薬
物乱用など健康
をおびやかす問
題への取組

各関係機関との連携のもと、喫
煙、過度の飲酒、薬物乱用や薬物
依存による身体への影響について
の指導や啓発に努めます。

健康をおびやかす
問題への対応

 (2)
－1

72
男女間のあらゆ
る暴力を防止す
るための啓発

暴力は人権を侵害するものである
との認識を浸透させ、あらゆる暴
力の根絶に向けた啓発を推進しま
す。

暴力を許さない社
会づくり

Ｂ

Ａ
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｢配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律(ＤＶ防止法)｣改正の
パネルを作成し、差別をなくす強調月間
(7月)中や人権週間（12月）中にパネル
展を行い市民に人権啓発活動を行なっ
た。

配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律（ＤＶ
防止法）」の周知に努めた。

人権施策課

講座や研修会を実施するとともに、パン
フレット又は広報による啓発を実施。

今後とも、啓発に努める。
男女共同参
画室

人権施策課

男女共同参
画室

相談窓口が明確化されていないが、子ど
もを伴なうDV等の被害の相談に対応し
た。

児童福祉課

75
犯罪の防止に向
けた環境整備

犯罪防止のため、防犯協会や関係
機関との連携により、見回りや声
かけ等の防犯活動を推進します。

8月29日に防犯協会、関係機関、市内自
治会参加のもと、暴力団銃器追放決起大
会を万葉ﾎｰﾙで開催する。また、青色防
犯ﾊﾟﾄﾛｰﾙ市内9団体、会員528名、33車両
により防犯活動を行う。

なお一層の啓発の促進を図り、
防犯活動の推進を図る。

危機管理課
（防災安全
課）

Ａ

あらゆる暴力に
関する関連法令
等の周知

配偶者からの暴力の防止及び被害
者の保護に関する法律やストー
カー規制法等の周知に努めます。

73

 (2)
－1

74
ＤＶ等に関する
相談窓口の周知

ＤＶ等の被害にあった場合の相談
窓口について周知を図り、必要な
情報提供や援助が幅広く行えるよ
うに努めます。

暴力を許さない社
会づくり

Ａ

相談窓口が明確化されていないが、電話
や窓口で相談を受けた時は、状況に合わ
せてｾﾝﾀｰ等を紹介して対応した。

Ｂ
市においてDV等の相談窓口を明
確にするべきか課題は残る。

28
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月1回ﾌｴﾐﾆｽﾄｶｳﾝｾﾗｰによる面接相談と女
性相談員による電話相談を実施した。

今後とも相談体制の充実を図る
よう努める。

男女共同参
画室

住民が抱える悩みを解決するために、弁
護士が相談に応じる。　毎週金曜日　第
2・第4金曜日は女性弁護士担当一人20分
の面接相談、年間50回　　相談件数446
件

毎回、ほぼ100%の予約が入って
いるが、当日都合でキャンセル
がでるので、相談件数は枠より
低い。受付時にキャンセルする
場合は早めに連絡いただくよう
お願いしている。事前に確認の
電話連絡実施

福祉政策課

家庭児童相談員により、各種の児童相談
に対応し、関係機関との連携の中で被害
者の保護にも努めてきた。

DV等あらゆる相談が増える中
で、きめ細やかに対応するため
の人員や専門的な知識修得のた
めの研修が大切である。

児童福祉課

77
児童虐待に関す
る相談の充実

児童虐待を発見した場合は児童相
談所等に通告することが必要であ
ることから、通告・相談への対応
や関係機関との連携を図ります。

要保護児童対策地域協議会の制度化のも
と、相談対応と各関係機関との連携に勤
めた。　相談件数６２４件　児童虐待相
談件数５９件

早期発見、早期対応のための、
各関係機関との強いネットワー
ク作りが重要である。

児童福祉課 Ａ

78
ひとり親家庭に
対する支援の充
実

ひとり親家庭の自立を促進するた
め、生活支援等の総合的な支援を
充実します。

児童扶養手当の現況届の際に、「ひとり
親家庭のしおり」に加え、県・スマイル
センターのパンフ等を渡し、支援内容を
周知徹底した上で、個々が抱える課題に
対し解決に結びつく社会資源を案内し
た。

支援内容は複合的で、共通なこ
ともあれば個別的なこともあ
り、対応は一様ではなかった。

児童福祉課 Ａ

79
ひとり親家庭へ
の相談体制の充
実

母子自立支援員を中心にひとり親
家庭への相談体制の充実に努めま
す。

相談内容は、求職・資格取得、各資金の
貸付のほか多岐に渡っているが、迅速な
対応が出来るように情報を集め整理し提
供した。

的確に対応できるように、情報
の変更や市民ニーズの要求見極
めが必要であった。

児童福祉課 Ａ

電話、面接による気軽に相談でき
る相談体制を充実するとともに、
関係機関と連携して被害者の保護
に努めます。

ＤＶ等の被害者
に対する相談体
制の充実

76

ドメスティック・
バイオレンス等に
対する相談体制の
充実

 (2)
－2

ひとり親家庭への
自立支援の充実

 (3)
－1

Ｂ

29
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当課「障がい者生活支援センター」及び
「橿原市・高取町・明日香村地域自立支
援協議会」との連携により、サポート体
制の充実を図る。

医療機関との積極的な連携が必
要である。

在宅支援課

地域包括支援センターの業務を市社協へ
委託し（平成21年度より）総合相談支
援、権利擁護、包括的・継続的ケアマネ
ジメント支援などの機能充実を図れるよ
うに、体制整備を行った。また、高齢者
の保健、福祉に関する相談をより身近な
場所で受けられるように（平成21年度よ
り）、５か所の相談窓口（ブランチ）の
体制整備を行った。

地域包括支援センターの機能充
実をより一層進め、５か所の高
齢者相談窓口の充実を図ってい
く。

介護福祉課
（地域包括
支 援 セ ン
ター）

地域包括支援センターの総合相談支援業
務を通じて、支援が必要な高齢者に対
し、適切なサービスが利用できるよう支
援を行う。

支援困難なケースが増加傾向に
ある。

介護福祉課

何かと引きこもりがちとなる障がい者に
積極的な社会参加ができるよう、移動支
援、手話通訳の充実を図る。また、高齢
者も多く参加されるふれあい健康ウォー
ク等の行事に対し、職員の積極的参加に
より支援を行なう。

障がい者、高齢者が気軽に参加
できるスポーツ教室等の開催が
望まれる。

在宅支援課

いきいきサロン事業
実施場所までの送迎の手段が確
保できないため参加が困難な人
がいる。

介護福祉課

81

高齢者や障がいのある人が生きが
いをもって生活が送れるよう、学
習・スポーツ・交流等の各種活動
に対する支援に努めます。

高齢者や障がいの
ある人への支援の
充実

住みなれた地域で自立した生活を
継続するため、保健・福祉・医
療・介護等の必要なサービスにつ
なぐ相談支援を行います。

自立した生活を
維持するための
総合相談支援

80

 (3)
－2

高齢者や障がい
のある人の生き
がいづくりのた
めの支援

Ｂ

Ｂ
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知的障がい者を対象とした、臨時職員を
1名雇用した。

人事課

高齢者においては引き続きシルバー人材
センターとの強化を充実するとともに、
障がいのある方については当課「障がい
者生活支援センター」及び「橿原市・高
取町・明日香村地域自立支援協議会」の
就労支援部会、並びに商工会議所との連
携により様々な取組みを行なう。

関係機関との会合を重ね、商工
会議所の協力も得ながら様々な
取組みを行なったが、不景気に
より就職への結びつきはきびし
いものであった。

在宅支援課

高齢化社会が進行するなか、老障介護が
当課においても懸案事項であることか
ら、福祉サービスの行き届いていない
人々に対し、ニーズ調査として、訪問等
により情報の提供を積極的に行なう。

福祉サービスにつながった世帯
が多数あり有意義であった。

在宅支援課

地域包括支援センターが担う、包括的・
継続的ケアマネジメント業務を通じて、
地域の高齢者がそれぞれの状態に応じた
サービスが利用できるように支援を行っ
た。

地域包括支援センターの機能充
実をより一層進めていく。

介護福祉課
（地域包括
支 援 セ ン
ター）

介護保険以外の福祉サービスについて次
の方法により情報の提供を行いました。
①介護福祉課窓口での説明②ケアマネ
ジャーや民生委員に対し、会合時にリー
フレットを利用して説明③市ホームペー
ジに掲載した。

訪問して情報提供する手段を確
保することも必要である。

介護福祉課

 (3)
－2

シルバー人材センター等関係機関
との連携により、長年の技能や経
験を生かした高齢者雇用対策を推
進します。また、障がいのある人
の就労促進に向けて企業等への働
きかけや就労支援を行います。

高齢者や障がい
のある人の就労
支援

82

住みなれた地域で安心して暮らす
ことができるよう、高齢者福祉
サービスや障がいのある人にかか
る福祉サービス等の情報提供の充
実に努めます。

福祉サービスの
情報提供等の充
実

83

高齢者や障がいの
ある人への支援の
充実

Ｂ

Ｂ
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認知症等により意思能力の減退した高齢
者で、その行為を代理する親族等を見出
せないものに対して、成年後見人を選任
するよう支援するとともに、橿原市高齢
者虐待防止ネットワーク会議の立ち上げ
を行った。

各関係機関の代表者の顔合わせ
を行うことが出来、高齢者虐待
防止に取り組むきっかけをつく
ることが出来たが、今後、各関
係機関との取り組みを更に深め
ていく必要がある。

介護福祉課
（地域包括
支 援 セ ン
ター）

成年後見制度及び日常生活自立支援事業
の利用により意思能力の低下した高齢者
が必要なサービスを利用し、自立した生
活が出来るように支援する。

高齢者に対する虐待などのケー
スや支援困難なケースが増えて
きている。

介護福祉課

 (3)
－3

在住外国人への支
援の充実

85
外国人のための
日本語学習への
支援

在住外国人が安心して暮らすため
の支援の一環として日本語教室等
を開催するなど、日本語教育を推
進します。

日本語教室を週２回実施し、日本の生活
に慣れ、快適な生活を送れるように援助
する。

教室生の出席にばらつきがみら
れる。

公民館 Ａ

高齢者や障がいの
ある人への支援の
充実

 (3)
－2

84
人権と財産を守
る権利擁護事業
の充実

地域での生活が困難な状態にある
高齢者や障がいのある人の尊厳が
守られ、安心して生活ができるよ
う、各種サービスや制度につなげ
ます。

Ｂ
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